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一般均衡アプローチによる世代内不平等と
年金制度のシミュレーション分析
宮崎 憲 治
１はじめに
日本の財政において，社会保険について様々な議論がなされている。特
にベビーブーマーが年金受給者になったときの惨劇に備え，公的年金をど
うすべきかについてはタイムリミットが明確に存在するだけに，重要な論
題である。本章の目的は世代内不平等を考慮に入れたＯＬＧモデルを構築
し，シミュレーション分析を通じて，年金の調査方法や支給の仕方を数量
的に評価することである。
まず，現行の日本の公的年金制度について簡潔に説明する。’)受給と負
担の仕方によって，自営業者，民間企業の被用者，公務員，被用者及び公
務員の専業主婦にわけられる。自営業者は定額の保険料を負担し，定額の
基礎年金を受給している。民間企業の被用者および公務員は賃金に比例し
た保険料を負担し，定額の基礎年金と報酬に比例した年金を受給してい
る。受給者に応じて厚生年金および共済年金と呼ばれている。また被用者
および公務員の専業主婦は一切負担せず，定額の基礎年金を受給してい
る。1986年の年金改革以降、それを基本として，保険料率，受給時期，給
与水準，国庫負担率等が小出しに変更されて現在に至っている。こうした
小出しの政策は，今後ますます高齢者人口が増加するにつれ，保険料率の
l）より正確には厚生統計協会［16］を参照。
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上昇や給与水準の低下が確実視されているなか，国民に不信感を与えてい
る。また過去の歴史的経緯2)を踏まえて考えると，現行の制度は，建前は
｢積立方式」であるが，実質的には「賦課方式」の社会保険となっている。
現行の年金制度には，世代間の格差および世代内の格差の問題がある。
世代間格差，つまりどの世代が保険料支払以上に年金を受け取っている
か，といった問題についてはよく知られている。３)一方で，世代内の格差
についての研究は，日本において，個票データを使った実証分析が蓄積さ
れ始めているところである。世代内の消費格差や消費格差が高齢者になる
ほど大きくなる（大竹，斉藤［20]）ことと，また年金受給者のなかにか
なりの資産家がいる（清家，山田［19]）ことが明らかになってきた，以
下では世代内格差について論点を絞って，公的年金制度の存在意義と問題
点を考察していく。
強制的な貯蓄としての公的年金の存在理由は弱者救済のために所得再分
配が必要という意見と，モラルハザードおよび逆選択の存在のために必要
という意見がある。後者については小口，木村，八田［18］が指摘4)して
いて，その結果，完全積立方式を提唱している。以下では彼等のいう完全
積立方式でなく，現行の年金制度での問題点を列挙する。
まず，弱者救済のためといっても，現行の制度で優遇されているのは高
額給与所得者と専業主婦だった人で，本当に弱者救済になっているかは疑
問である。いわゆる低所得者の中には月々年金を支払えない人もおり，強
制加入の社会保険であるにもかかわらず，保険未加入者や保険免除者がい
る。そして建前の上では現行の年金制度は「積立方式」のため，低所得者
の保険未加入者および免除者には年金の支払いがない。正確には税金分だ
け支払われる。さらに年金財政の維持のため，報酬比例部分の残した年金
2）例えば田近，金子，林［21］第１章を参照。
3）例えば小口［17］を参照。
4）他にも消費者の後』海を防ぐためともいっている。本章では一般均衡モデルを使った分析を
なされるため，こうしたことを考慮に入れることは，経済学的整合性を持ったモデル化にな
じまないので，議論しない。
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制度のままで，給付水準を一律に低下させると，低所得であった者の年金
支給額では生活すら出来なくなる恐れもある。
次に，生活保護制度があるが公的年金制度がない場合には老後の生活保
護をあてにして貯蓄をしない，いわゆるモラルハザードを引き起こすとい
う議論もある。しかしながら，現行の年金制度は実質的「賦課方式」のた
め，年金の保険料は，高齢世帯へ支給することに目的を限定した就業者へ
の人頭税および賃金税とも考えられる。それゆえ現行制度下でも，既にモ
ラルハザードによる貯蓄の低下を引き起こしている。
また，寿命の長い人ばかり加入してしまうという逆選択が起り，民間で
は経営しにくいために公的年金が必要という議論がある。だからといって
逆選択を防ぐための公的年金制度に報酬比例部分を残す必要性への論拠に
はなっていない。むしろ，現行の政府の公的年金に信頼が持てない自営業
者や若者の保険未加入が増えることが問題になっている。こうした人たち
の中には民間の社会保険に加入して公的年金以上に負担している人もい
る。
以上のような問題があるからといって小口，木村，八田［18］のように
完全積立方式に戻すにしても，移行過程において，高齢者の年金のための
支払いだけでなく自分自身の年金の積み立てねばならない，いわゆる「二
重負担」を背負う世代が発生する。たとえ八田［22］が言うように上手く
移行が完了しても，「完全積立方式」で国が運営する場合には，極めて巨
額な資産を長期に渡って果して上手く運用できるかという問題がある。建
前「積立方式」といえ，厚生年金保険の積立金は1995年３月末で100兆円
を超えている。これはおおよそ５年分の年金給付にあたる。現行の公的年
金制度のもとでは，厚生年金保険および国民年金の積立金は郵便貯金など
とともに，大蔵省の資金運営部に預託され，財政投融資に回されている。
財政投融資対象の事業には毎年兆円単位の税金が補填されている。厚生省
管轄の特殊法人である年金福祉事業団も年金積立金の運用先の１つであっ
た。この事業団は１兆円を超える累積赤字となり，廃止が決定している。
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運用成績の悪い現行の体制をそのままで，「完全積立方式」に移行し，膨
大な基金が国に集中することは極めて危険である。
年金制度の改革で国側の関心は年金財政の破綻をどう防ぎ，強制加入を
どう遂行するかである。その目的のため，消費税を福祉目的税化にすべき
という意見がある。消費税の福祉目的税化は実質的「賦課方式」の現行年
金制度のもとでは，就業者のみの人頭税および賃金税が高齢世帯にも負担
を強いる消費税が追加したことと同じである。さらに報酬比例部分を残し
た年金制度のままだと，高額な給与所得者であった高齢世帯の年金を賄う
ために，消費税が充てられることを意味し，世代内格差に逆進的な効果が
予想される。
以上，「賦課方式」から「積立方式」への移行が困難という現状のもと
では，高齢世帯に対しての生活保護としての色彩が強い年金制度に，報酬
比例部分を残した制度が必要か疑問になり，その経済学的な数量効果がど
うなるかといった問題設定ができよう，本章の目的は，上述の議論を踏ま
えて，世代内格差を組込んだ一般均衡ＯＬＧモデルを構築し，年金の財源
の確保の手段としての賃金税と消費税と年金の支払方法としての基礎年金
と報酬比例部分がマクロ変数および世代内格差にどのような影響を与えて
いるかについて，経済学的な数量評価を行うことである。より具体的に
は，老後の年金が全て同じあるがその年金財源は賃金税による場合
(Casel-1）と消費税による場合（Case2-2)，および年金支給がそれぞれ
の個人がそれまで受取った賃金の平均に比例していてその年金財源は賃金
税による場合（Case2-1）と消費税による場合（Case2-2）の合計４つの
場合についてシミュレーション分析を実施する。
ここで扱うモデルは建前「積立方式」実質「賦課方式」の微妙な位置付
とか，日本の現時点での賃金プロファイルがどうなのかとか，自営業者，
被用者，主婦がいる日本の現状とかを組込んだモデルでない，完全な賦課
方式であり，賃金プロファイルも平均が一定であり，マクロとしての総労
働投入量は一定であり，全員が同じ種類の年金を受取っているモデルであ
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る。それぞれ極端なケースの世代内不平等に関する規範的な数量評価に主
眼を置いている。次に本章で扱うモデルの経済学的位置付けを以下に説明
する。本章で扱うモデルは固有ショック（idiosyncraticshock）を導入す
ることで，世代内不平等を実現している。
固有ショック付一般均衡モデルはMehraandPrescott［８］のパズル
を解こうとする流れのなか発展していった。彼らが指摘したパズルとは，
標準的な一般均衡モデルは，それほど高くない危険回避度のもとで，現実
経済の安全資産と危険資産の収益率の差（プレミアム）を上手く説明でき
ない，ということである。このパズルを解くための試みが，標準モデルの
修正によってなされた。その修正方法には効用函数を修正する方法と不完
備市場を導入する方法に大別できる。後者についてＴｅｌｍｅｒ［15］や
Aiyagai［１］は保険市場が十分機能せず個々人の固有ショックを除去で
きないモデルによって，このパズルを解こうとした。こうした試みは資産
市場に個人が自由にアクセスできる状況下では自己保険が可能となり，固
有ショックが定常確率過程に従う時は目下悪くても今後良くなると考えら
れ，消費流列をスムースにする経済行動のため，パズルを解くという点に
おいて上手くいかなかった。ConstantinidesandDuffie［３］は固有ショ
ックを非定常確率過程に従わせることによって，個々人が目下悪い状況が
これから先も続くと考え，資本市場へのアクセスをしないのが最適である
ことを示し，一応パズルを解くことに成功した。しかしながら，Krusell
andSmith［７］が示したように，非定常確率過程に従う固有ショックの
もとでは，個々人の資本分布が現実とあまりにもかけ離れたものになって
しまう。さらに非定常確率過程に従う固有ショックのＯＬＧモデルについ
て，資産価格の研究がStoreslettenetal［11］によって進行中である。
ただ，Cochrane［２］によると，多くの経済学者は固有ショックによっ
てこのパズルを解ける見込みがないと考えている。
MehraandPrescott［８］のパズルを解く目的以外に，現実経済への
資産や所得の分布を現実経済に似せるために，固有ショック付一般均衡モ
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デルが注目されている。QuadriniandRios-Rull［10］にその研究成果が
まとめあげられている。ここで示されていることは，Aiyagari［１］の
ような寿命が無限の個人のモデルより，Huggett［５］のようなＯＬＧモ
デルの方は上手く米国の所得と資産の分布を説明しているということであ
る。
本章は上記のような経済学的位置にある固有ショックをもつ一般均衡
OLＧモデルによって，年金制度に対して数量評価を行おうとしている。
同様な問題意識で書かれた論文にHuggettandVentura［６］および
Storeslettenetal［12］がある。彼等は米国の社会保障がどうあるべき
かというに対して，数量的な解答を示している。本章で扱うモデルは後述
する数値計算の方法以外にはHuggettandVentura［６］とほぼ同じで
ある。彼等との違いは問題関心への視点である。ここでは年金の支給方法
および保険料の徴収方法が，世代内の不平等にどういった影響を与えるの
かを吟味している。その他，この章で大きな特徴は，ここで扱ったプログ
ラムをインターネットを通じて公表している点である。固有ショックにつ
いての計算プログラムについては，少くとも筆者が知る限り公表されてい
ない。ここで扱ったプログラムを公表にすることによって，今後の固有シ
ョック付一般均衡モデルの研究に貢献したいと考えている。固有ショック
付一般均衡モデルは，ここで扱った年金問題だけでなく，効率`性と公平性
が相反する関係の中で，資源配分問題に対する関係の中で，資源配分問題
に対する数量評価に利用可能なモデルである。
本章の構成は以下の通りである。２節ではモデルを提示する。2.1節で
共通の経済環境について説明する。2.2節で個々人の制約条件下での意思
決定問題を説明する。2.3節でモデルの定常均衡状態を定義する。３節で
はこのモデルについて実際のシミュレーションを実施する。3.1節ではパ
ラメータを設定する。3.2節ではそれぞれのケースについてシミュレーシ
ョンを実施し，それらの結果を示す。４節でその結果についての議論と今
後の課題を述べる。本論は以上である。最後に参考文献の後に５節という
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形で数値計算についての補論を付け加える。
２モデル
2.1環境
ここでは以下で用いられる諸モデルの共通の経済環境について説明す
る。まず各個人の選好について説明し，次に生産部門の技術について説明
する。ここで説明されていることは過去のＯＬＧモデルに何度も利用され
ている標準的な設定である。ただ労働生産性に確率法則を導入している点
のみが異なっている。これによって世代内の異質`性を表現している。個々
人の選好パラメータの違いによって異質性を表現しているモデルと本章で
扱うモデルは本質的に異なっている。ここでは個人の選好パラメータは共
通である。しかし，それぞれが賦与される労働生産性という確率変数の実
現値が異なるために世代内に異質性が発生している。つまり事前的には平
等で事後的に不平等なモデル5)である。
人口成長率ゼロ6)の重複世代経済を考える。個々人は非可算無限に存在
し，Ⅳ＜･･期まで生存する。人々は子供や孫のことを考えておらず，ま
た全ての個人は寿命を全うする設定なので，遺産は考えない。また同一の
選好を有している。つまり個人のｊ期の消費を｡として各個人の効用函
数は
Ｅ[菫β`-M．)］（１）
と表される。ここでβは主観的割引率であり０より大きい定数である。
また瞬時的効用関数は
5）たとえば男女別，学歴別に賃金プロファイルを設定する。
6）この仮定を緩めることは本質的に難しくない。
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戯に'一にＷ｝。
と表される。ここでγ（ガンマ）は相対的危険回避度を示すパラメータで
あり，１以上の定数である。この値が大きいほど危険回避的であることを
示す。
個々人は各期に労働生産性βが賦与される。その値は全ての人に対し
て，同じ確率法則に従っている一方で，実現値はそれぞれ各人によって違
っている。βは，退職まで１階のマルコフ過程に従い，平均が１で，正値
をとる確率過程を考える。さらに，退職後０は０になると考える。そう
した条件を満す確率過程として，次の様に表せると仮定する。
昨|言,い『Ｍ…|:ニガハ） (２） 
ここで，ｚｉはごi＝Ｏとして，
(３） Zi＝ＩｏＺｉ－１＋ｅ 
という自己相関関数がｐｅ[0,1]のマルコフ過程に従う。なお，イノベー
ションｅは独立で平均０，分散◎２の正規分布に従う。こう考えればz,を
所与としたご‘の平均は０で分散は
…仁蒲Ｗ）
の正規分布に従い，労働生産性もｚ,を所与とした平均１，分散
exp(Var(z`に,))＝1の対数正規分布に従う。そして１階のマルコフ過程で
ある。Var(9,)＝Ｏから出発するので，，o＝１でなくても，ｐが十分１に近
く，ぴ２が大きければ，労働生産`性の分散，つまり個々人の受け取る賃金格
差は広がっていく。またIC＝ｌであっても，個々人の寿命は有限であるの
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で，無限生存モデルのような分散の発散を押さえる諸操作7)の必要はな
い。さらに賃金プロファイルを組み込むことによって，より実現的な分析
が可能である。ただし，ここではそれに言及するだけに留めた。
このようにして，個々人が賦与される労働生産性を表現する。注意する
点はここでの賃金格差は確率的という点である。個々人の努力の結果，つ
まり人的資本の蓄積の結果，賃金格差が生じたという考え方を本章では採
用しない。あくまでも能力的には同じであるが，たまたま偶然のために賃
金格差が発生し，それが年齢を重ねるととも退職まで拡がっていくと考え
る。
次に，生産部門について述べる。この経済では集計された代表的な企業
がひとつ存在し，その技術は，Ｙ,Ｋ,Ｌをそれぞれ集計された総生産量，
総資本投入量，総労働投入量とすれば，
Ｙ＝のＫａＬ１－ａ
というコブダグラス函数で表わされる。外生的な技術成長率はゼロ8)であ
る。ここでの＞０とαｅ[0,1]は定数項である。特にαは資本分配率を示
している。また各期における資本減耗率は定数６ｅ[0,1]で表わす。完全
競争下では利子率γと賃金率叩は
γ＝αの(KZL)α－１－８
ルー(１－α)の(K/L)ａ
（４） 
(５） 
となる。
2.2意思決定問題
各個人は，自分自身の労働生産性が１階のマルコフ過程に従っている不
7）ConstantinidesandDuffie［３］およびKrusellandSmith［７］は無限生存モデルに死
亡確率を導入している。
8）この仮定も緩めることは本質的に難しくない。
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確実な状況下で，効用(1)を最大化するように消費および資産を選択する。
こうした最適行動は各個人の直面する経済環境や予算制約によって変化す
る。以下では，年金給付がどのようになされるか，年金保険料はどのよう
に徴収されるかに応じて，４種類の経済環境を考える。そしてそれぞれに
対して４種類の意思決定問題を定式化する。
まず年金給付がどのようになされるかを説明する。ｊ期の年金給付額△
が，この経済全体の平均賃金にＸｅ[0,1]を乗じた額の場合と，個々人そ
れぞれの尺期までの平均賃金にxを乗じて場合の２種類を考える。前者
の場合，平均賃金がＥ(〃＆)＝〃(ノー1…,Ｒ)であるから，年金給付額６`は
昨|Ｍ二Ｍ川㈹
となる。後者の場合，個々人それぞれの/期の平均労働生産性を/とし
て，年金給付額ｂｉは
’－１Ｍ二%羊ifl川（'’
と与えられる。このときの仏はβガーａとして
ⅢF|餅'二)二斎]’ (８） 
と表わせる。仏は尺期までｊまでのβの平均を，それ以降は変化しない
ことを表している。ａをこのように１階の漸化式として表記することは，
動的計画法を実施するために必要である。
次に年金保険料はどのように徴収されるかを考える。個々人の賃金に比
例して徴収される賃金税の場合と消費税によって徴収される場合を考え
る。賃金税率を酌と表記し，消費税率をｚｂと表記すれば，一般的な個々
人の予算制約式は
一般均衡アプローチによる世代内不平等と年金制度のシミュレーション分析２４５
表１：意思決定問題
＞ｏｒ＝ｏｒ＝ｏｒ＞０ 
Ｃａｓｅｌ－１ 
６＝〃０ｋＣａｓｅ２１
(1＋zセル＋α‘+,==(1＋γ)α‘＋(l-TM,)＆〃＋6‘（ノー1,…,1V）
ｃｉ＞0,cziz-〃α,αⅣ三0,α'＝αⅣ+'＝０
（９） 
(10） 
となる。ここで{α汁,}猶'は個々人の資産を示している。このとりうる範
囲はノー1,…,1V－１でぬ三一〃である。これが意味することは，抵当な
しで借金できるのは平均賃金の１年分までということである。また，ＣＺｊｖ
ｚ０の意味することは負の借金を残して死なないということである。それ
ゆえ，恥＞0,ｍ＝Ｏの場合には賃金税率による徴収，ｒＭ,＝0,zb＞０の場合
には賃金税率による徴収となる。
以上，表１にあるように４種類の状況下での各個人の意志決定問題を考
える。それぞれに応じて意思決定問題は次のような動的計画法に定式化さ
れる。
●Probleml-1：『M,＝0,zで＝０，Ｚ‘＝(αｶﾞﾑ)として，制約条件(2),(3)，
(6)，(9)のもと，
VX殿)＝腰；("(Ｃｆ)＋βE[JMzｺﾞ+')|βi]｝
（ノー1,...,1Ｖ）
１/】v+,(Z"+,)＝０
(11） 
(12） 
(13） 
を解く。
●Probleml-2：zil,＝0,zb＞0,ｚ`＝(α‘,βi)として，制約条件(2),(3)，
(6)，(9)のもと，（12)を解く。
●Problem2-1：『M,＞0,zb＝0,Ju＝(αｶﾞﾑ,尻)として，制約条件(2)，
(3)，(7)，(8)，(9)のもと，（12)を解く。
z1,,＞0,ｚｂ＝0 zi`,＝０，ｚｂ＞０
6ﾋﾞールル Ｃａｓｅｌ－２ 
6ガール０ﾋﾞル Ｃａｓｅ２－１ Ｃａｓｅ２－２ 
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●Problem2-2：zi`,＝0,zb＞0,ｚ‘＝(α`,βi,圧)として，制約条件(2)，
(3)，(7)，(8)，(9)のもと，（12)を解く。
2.3市場均衡
前節で設定した意思決定問題のもと，それぞれの場合の定常均衡状態を
定義する。その前に，状態変数の確率分布について，付言する。Ｃａｓｅｌ－
１，１－２では第ノ世代の状態ｚ嵐は(α‘,β‘)であり，Ｃａｓｅ２-1,2-2では第ｊ
世代の状態変数ｚ‘は(α‘,ａ,灰)である。この値は，固有ショックによっ
て実現値が違っている。つまり確率に従っている。そして固有ショックを
もつモデル定常均衡の定義には，確率分布に対する定義も必要となる。
状態変数juiのとりうる集合をＸ１とす。Ｃａｓｅｌ－１，１－２ではＲ２の部分
集合であり，Ｃａｓｅ２－１，２－２ではＲ３の部分集合である。脇のボレル集合
族をＢ(Ｘｌ)とする。この集合族に測度仏を定義し，測度空間(Ｘ１，
Ｂ(Ｘｋ),仏)を考える。
ｊＶ 
菖似f(x）)=’ (14） 
という規準化のもと，第/世代がＢｅＢ(Ｘ})にある確率は仏(Ｂ)ルメ(Ｘｋ）
となる。仏(Ｂ)がすべてのｊについて，整合的に定義されるためには，ｊＵｆ
ＥＸ)およびＢＳＢ(沁十,)に対して，
咄 Ｂ(z‘,Ｂ)`ﾙゴ (15） 
が成立しなければならない。ここでＢ(jri,Ｂ)は第ｊ世代状態ｚｶﾞ,已沁
が与えられたときに，次に状態Ｂになる確率である。つまり，Ｃａｓｅｌ-1,
1-2ではProb((a+,:(α`+,(z`),0汁,)ｅＢⅢ)であり，Ｃａｓｅ２-1,2-2で
はProb((β汁,:(α汁,(jrf),β`+,,尻+,)ｅＢルゴ)である。
この点に留意して，それぞれの場合の定常均衡を次のように定義する。
以下の５条件を満たす(c`(Z`)}生,,α,,αⅣ+,,(α`+,(jri)}胸1,(β`}処,,(6：}坐,，
〃,γ,Ｋ,Ｌ,ｚＭｉｌ,小｡}健,をＣａｓｅｌ－１（resp，1-2,2-1,2-2)の定常均衡
一般均衡アプローチによる世代内不平等と年金制度のシミュレーション分析２４７
と呼ぶ。
１．｛c‘い)}lL1,α,,α｣v+,,(αｵ+,(z：))胸'がProbleml-1（respl-2,2-
１，２－２）を解くことによって得られている。
２．完全競争下で要素価格が決まっている。つまり，式(4)，(5)が成立
する。
３．（財・資本・労働）市場が均衡している。つまり，
瓢 (｡“)＋α‘+,(z:)ルゼーのKaL1-α＋(１－６)Ｋ （16） 
ｒ
人
ｒ
上
Ⅳ図包Ⅳ囚甘
(17） αi+,(z#)(ルポ＝Ｋ
(18） ＝Ｌ 0ｶﾞcZui 
が成立する。
4．各世代の状態変数の確率分布が整合的に形成されている。つまり，
式(14)，（15)が成立する。
5．年金財政が均衡している。つまり，
α(鰯川+rw倉上 帥=鼻I上唾婁上 6icZLzi 
が成立する。
なお，式(18)について，０は外生的な確率変数であるため，定常均衡状
態では,L一帯である。
３力リブレーション
3.1パラメータの選択
上記のモデルの定常均衡は解析的に得ることができないので，パラメー
タを特定化して，数値計算を実行する。より詳しい数値計算方法について
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'よ補論を参照。特定化すべきパラメータは資本分配率を示すα，時間選好
率を示すβ，危険回避度を示すγ，資本減耗率を示す６，保険料率を示す
×，スケールパラメータを示すの，固有ショックの自己相関係数を示す
,０，イノベーションの分散を示すα生存期間を示す1Ｖおよび退職時期を
示すＲである。
ここで扱うモデルは１期間を１年と考え，２１歳から経済活動に参加し
て，６１歳に退職し年金生活に入り，８０歳に死ぬモデルを考える。それゆ
え，１V＝６０およびＲ＝４０である。α，β，γ’８については，Cooleyand
Prescott［４］が４半期を想定した無限期間生存する代表的個人モデルの
力リブレーションを実施する際に導出した年単位のパラメータを利用す
る。つまりα＝０４，β＝0.947,γ＝１，８＝0.048である。彼等のモデルに
は人口成長率や技術成長率や労働時間選択も組込んだモデルでの力リブレ
ーションであり，ここでのパラメータを変更することによって，値は変化
する。しかし以下で実施するシミュレーション結果の相対的関係に優劣に
変化はなかったので，また，ここでの目標は真に日本の制度を組み込んだ
モデルを作り出すことでなく，規範的分析にあるので，深く議論しない。
次に時間選好率を考える。しばしば時間選好率βはＯＬＧモデルにおいて
１以上の値が使われている。しかしそれは寿命をまっとうする前に死ぬリ
スクを考慮に入れたモデルに用いられるのであって，ここで扱うモデルは
そうしたリスクうを考えていない。最後に保険料率は最初は光＝0.6とす
る。経済全体もしくは個々人の獲得賃金の平均の６割を老後に受け取るモ
デルである。のは自由パラメータなので１に基準化する。，oおよびｏは
Storeslettenet・ａＬ［11］の表１を利用して，具体的には彼らのパネルＡ
をつかって一時的ショックの要素を無視して，ｐ＝0.929およびび＝何万雨
表２カリブレーションパラメータ
〃
６０４００４０９４７００４８０６０９２９０２３ 
JＶ 尺 ａ β γ ６ 兀 の dｏ ◎ 
6０ 4０ 0.4 0.947 １ 0.048 0.6 １ 0.929 0.23
一般均衡アプローチによる世代内不平等と年金制度のシミュレーション分析２４９
＝0.23とした。以上を要約すると表２のようになる。
3.2ベンチマークモデル
１V→｡○，ｒ＝０および◎＝０の場合，政府および不確実,性が存在しない無
限期間生存する代表的個人モデルである。このときオイラー方程式
("'(Ｃｆ)＝β(1＋γＭ'(α+,))より
β[増+'－８]-1
となり，資本・生産比率(〃Y)は
Ｌ＿βα 
Ｙ１＋β８－β 
と表わされる。これに６を乗じたのが貯蓄率である。注目すべき点はこ
の計算には光の値に依存していない9)点である。先に挙げたパラメータを
使えば貯蓄率はおよそ18パーセントになる。１Ｖが有限でかつ老後に労働
生産性がないＯＬＧモデルの場合，老後の備えのための貯蓄行動が発生
し，貯蓄率は上昇する。またぴが大きくなれば，リスクを資本市場にカ
バーしてもらおうと，予備的動機の貯蓄行動が発生し，貯蓄率は上昇す
る。その一方，年金制度が存在している場合には，老後のために貯蓄をし
なくなり，貯蓄率は減少する。
政府が存在しないモデル，つまり各人が十分な将来設計のもと貯蓄を
し，老後は貯蓄を切り崩して生活する場合を考える。これをＣａｓｅＯと呼
ぶ。この場合は，各人は将来の貯蓄を怠りがちと政府が考えて，各人の選
9）Ｋの絶対水準を計算するにはＬの値に依存している。つまり
K-L(L聿鵠ﾃ且)☆
である。また消費は
c-K(÷-6)=K（ l＋β６－β -8） βａ 
である。
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表３シミュレーション結果
ＣａｓｅＯＣａｓｅｌ－ｌＣａｓｅｌ２Ｃａｓｅ２１Ｃａｓｅ２－２ 
４３４ ３５１ ３５５ ３８８ 
４４２６６２５６４６４８５５１ 
000 ３００ ０００ ３００ ０００ 
ｚｂ(%） ００００００２２０６ 
７６９５３９６２６ 
２２０６ ０００ ２２１２ 
６９ ５３９ ５５０ ６３８ 
￣ 
￣て￣￣－－
－  
１２９ 
２１７ 
0５５ 
０２１９９ ０１２４８ ０１８５７ ０１１３９ ０１７４７ 
好を十分理解した上で，それが最適行動と一致しているように政府が積立
方式を実施している場合ともいえよう。もちろん個付的年金制度としての
積立方式は，インフレ率や市場収益率から影響ない年金制度となってい
る。それゆえ，インフレによる資産価格の目減りを防ぐために公的年金制
度が必要とか，市場収益率と連動した積立方式に変更しないと，年金運営
が上手く行かないといった議論があり，両者の違いは十分議論されなけれ
ばいけない。ただ，少なくともここで扱うモデルでは，価格変動や利子率
の変動のない定常状態での分析ゆえ，両者は同じと考える。無政府状態も
しくは完全積立方式下での定常均衡値をベンチマークとして以下では比較
を実施する。
3.3分析結果
ベンチマークとそれぞれ４つのケースについて，シミュレーションを実
施した結果は表３にまとめられる。ここで，ＶＫ,ＶＣは
Ⅸ=菫上 (`ｗﾙＫＭ川-薑ﾉ(； (Ｃｆ(錘)－Ｃ)2ｃｍ！
CaseO Casel-l Casel-2 Cａｓｅ２－１ Ｃａｓｅ２－２
ＫｌＹ 4．３４ 3．５１ 3．８３ 3．５５ 3．８８
γ (%） 4．４２ 6． ２ 5．６４ 6．４８ 5．５１
ZiI’ (%） ．００ 30.0 0．００ 30.0 0．００
庇 0．０  0.00 22.06 0.00 22.12
Ｋ 7．６９ 5．３９ 6．２６ 5．５０ 6．３８
Ｃ 1．４０ 1．２８ 1．３３ 1．２９ 1．３４ 
VＫ 56.0 30.5 47.8 21.7 35.4 
VＣ 0．５３ 0．４７ 0．４３ ．５５ 0．５０ 
Ｗ 0.2199 0.1248 0.1857 0.1139 0.1747
一般均衡アプローチによる世代内不平等と年金制度のシミュレーション分析２５１
であり，Ｗは
w-劃 "(α("`))Qlui 
である。Ｋ,Ｃは既に定常均衡の定義で示されている。これらは，社会全
体つまりマクロ的な平均といえよう。また，ＶＫＶＣはマクロ的な分散
であり，社会全体の不平等度を示す－つの尺度といえよう。そして，Ｗ
は社会全体の厚生を示す－つの尺度といえる。なお，留意すべきことはこ
こでの比較において，総生産に占める高齢者へ年金支給される割合，つま
り国民負担率は，一定である。’０)それゆえ年金規模が等しいときの，調達
手段および支給方法についての比較を行っている。
マクロの観点から結果をまとめる。資産および消費のマクロの値，つま
り定常平均値ＫＣについて
１１＜２１＜１２＜２２＜０ 
という関係が成り立つ。Casel-1とCase2-lおよびＣａｓｅｌ－２とCase
2-2にはほとんど大差がない。世代内不平等を考慮に入れない従来の議論
と同じく，消費税のほうが賃金税よりもより多くの資本蓄積および消費が
実現されることになる。定額の年金支給と報酬比例の年金支給について
は，報酬比例の方が多少望ましいがその差は小さい。
次に不平等の度合いの観点から結果をまとめる。われわれの用いた不平
等度の指数'1)はある種の分散J/ＸＶＣを使用した。前述のマクロの観点
では平均値が大きいほど，望ましいと考えていた。不平等の観点ではその
不平等度の指数が小さいほど望ましいと考える。このように考えられるの
は，あくまでもモデルでは，機会の平等が保証されており，結果として生
'0)具体的にＥ'民負担率は等/△ＬｉＴＬ(1-α)そ』しﾌﾞﾃＬＯ」8である。
11）他の不平等の指数としては，ジニ係数がよく知られている。われわれの数値計算では資産
が負になる場合があるので，用いなかった。ただ消費については計算可能であるので，その
計算については今後の課題にしたい。
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じる不平等は，確率によって生じるものであり，人的資本等の蓄積とは関
係ないからである。つまり本来なら同じ収入があると考えられるのに，
運，不運によってのみ経済格差が生じたと考えているので，不平等が小さ
いほど良いと考えている。資産の不平等の度合いについては
21＜１１＜22＜１２＜０ 
という関係が成り立つ一方で，消費の不平等については
１２＜１１＜２２＜Ｏ＜２１ 
という関係が成り立つ。資産については年金支給を平等に扱う方が，不平
等を引き起こしている。これは定額の年金支給のもとでは，高い労働生産
性を賦与された人物は，定額の年金以外に，貯蓄を行い，そのために資産
格差が広がっていると考えられる。一方，賃金税より消費税のほうが消費
の不平等度がいささか小さくなっている。これは賃金税では若い世代だ
け，消費税は高齢者にも課税されているので，世代間格差が小さくなって
いるからである。また社会全体の厚生の指標としてＷを採用して，それ
ぞれの場合のＷを比較をすれば，
21＜11＜２２＜１２＜０ 
という関係が成立している。個々人が同一の危険回避的な効用函数をもっ
ていて，マクロ的な平均と分散のトレードオフ関係のもと，賦課制度のも
とではＣａｓｅｌ－２の厚生が高いということになる。また，このようなトレ
ードオフがあっても，ＣａｓｅＯのほうが尚のぞましい結果になっている。
次に，世代ごとの不平等度をみる。世代を横軸にした時の消費と資産の
平均と分散を次の図１から16によって表す。それぞれの縦軸は
一般均衡アプローチによる世代内不平等と年金制度のシミュレーション分析２５３
昨可;汀"(…肌
肌－７E7T;、(小(…)-KルーⅡ
Ｇ=可きｍｌＢ｡“脚，
vc-丙当豆丁いい)-c)伽
である。また，実線が図の表題にあげられているケースであり，破線がベ
ンチマークモデル（CaseO）である。
資産の各世代の平均について（図4-1から4-4）はどのケースも退職まで
資産蓄積をし，退職以降その貯蓄を取り崩している。年金制度が存在して
いる場合には，将来の収入が保証されているので，ベンチマークケースよ
り，貯蓄が少ない。一方，消費の各世代の平均について（図4-5から4-8)，
どのケースもベンチマークモデルに比べて，退職以前より消費水準は下に
ある一方で，退職以後の消費水準は上にある。消費税を導入したときの退
職以後の消費水準は横這いである一方で，賃金税のときに消費水準は年齢
とともに上昇する。資産の各世代の分散について（図4-9から4-12）はど
のケースも退職前後を不平等度の頂点としている。Ｃａｓｅｌ－２がベンチマ
ークモデルにほぼ等しく，Ｃａｓｅ２－ｌが一番不平等度が小さい，大きく変
化する。最後に，消費の各世代の分散について（図4-13から4-16）考え
る。どのケースも退職以前の勤労世帯の不平等度は，ベンチマークモデル
に比べて，縮小する。退職以後の高齢世帯の消費の世代内格差は，ベンチ
マークモデルでは年齢とともに減少する。しかし，消費税を年金の財源に
した場合には，高齢世帯の消費の世代内格差はほぼ横這いで，賃金税にし
た場合は，むしろ年齢とともに拡大する。さらに，年金支給方式として，
報酬比例を導入すると，ベンチマークモデルに比べて，高齢世帯の消費の
世代内格差を悪化している。
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４結論
賦課方式を前提とすれば，先の表よりマクロ的な観点からはＣａｓｅ２－２
もしくはＣａｓｅｌ－２が望ましい。次に不平等の観点を考える。つまり，よ
り不平等度が小さいほど望ましいとする。資産の不平等の観点からは
Case2-lが，消費不平等の観点からはＣａｓｅｌ－２が望ましいことになっ
た。また世代内の不平等の観点から，勤労世帯に対してはＣａｓｅｌ－２が，
高齢世帯に対してはＣａｓｅｌ－１が，望ましいことになった。またひとつの
厚生の指標によるとＣａｓｅｌ－２が望ましいことになった。どれが望ましい
かはそれぞれの観点によって違う。
マクロ的な消費および資産について考えると，Ｃａｓｅｌ－２とＣａｓｅ２－２に
それほど大きな差がないので，Ｃａｓｅｌ－２およびＣａｓｅ２－２が望ましいと考
えられる。つまり賦課方式のための財源は賃金税より消費税が，望ましい
と考えられる。次に支給方法であるが，定額にすれば世代内の資産の不平
等格差が，報酬比例にすれば世代内の消費の不平等格差が大きくなる。厚
生を評価するとき効用関数を使うので，資産でなく消費の不平等の度合い
を重視すれば，Ｃａｓｅｌ－２が望ましいと考えられる。この結論は厚生指標
Ｗの結果と一致する。
Ｃａｓｅｌ－２は，別の言い方をすれば，賦課方式のもとで，マクロ的な歪
みを小さくするために，その財源を消費税した場合に，比例報酬部分（日
本の制度では厚生年金）を完全民営化して，もしくは十分な運用成績を持
つ国家による完全積立方式に移行して，高齢者の生活保護の色彩が強い定
額の年金支給をおこない，その財源を消費税にすることといえよう。一
方，財源が消費税なのに報酬比例の年金支給であるＣａｓｅ２－２は，一見逆
進的なので，考える必要がないと思われる。しかし厚生年金に手をつけ
ず，消費税を福祉目的税にする議論もあるし，厚生年金基金の運営先が経
営破綻した場合に，税金投入が実際おこなわれていることを考えれば，
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Case2-2はこうした事態にどういった影響があるかを示している。
日本の年金制度の予算の大部分を占める厚生年金制度は，Ｃａｓｅ２－１と
考えられる。この場合，消費税徴収よりも資産に歪みを引き起こし，定額
支給のみならずＣａｓｅＯよりも，高齢世帯に不平等を引き起こしている。
脚注３で述べたように，現実社会では最適行動をしない消費者がいて，そ
ういった人たちの後J海を防ぐための公的年金制度が必要という考えに対し
て，現行の年金制度は，公的年金制度が存在しない。もしくは市場収益率
に準拠した完全積立方式の年金制度が存在している時に実現したであろう
高齢世帯の不平等をより悪化させている可能性がある。
以上の議論を踏まえ，いささか主観的な政策提言をする。市場収益率と
は無関係で，運営の失敗が指摘されている公的年金制度は，民間の保険機
関の代替でなく，老後の最低限の生活を保証する比較的小規模な制度のほ
うが望ましいと考えられる。具体的には，公的年金制度を定額支給の国民
年金のみにし，またその財源を消費税に関することである。税として年金
財源をまかなうことは，年金保険料を免除してもらったり滞納したりして
支給水準が低くなる低所得者や年金保険料を全く払わずに満額支給される
主婦が混在するといった。今回取り扱わなかった不平等の解決にもつなが
る。具体的に厚生年金を民営化するには，移行過程を含め，様々な問題が
予想される。民営化が困難であっても，少くとも市場収益率に従った制度
に，また優秀な資産運営者によって運営される制度に移行することが望ま
れる。
本章で用いたモデルについてもう一度まとめておく。資産価格モデルの
研究過程で発展してきたモデルを厚生経済学に組み入れる試みとして固有
ショック付一般均衡ＯＬＧモデルを利用した。本章のモデルを使って得ら
れた新知見は以下の通りである。年金制度が存在しない場合の高齢者の消
費の世代内格差は，年齢の応じて縮小する。一方，賦課方式の年金制度を
導入すると，消費税を年金の財源にした場合は，高齢者の消費の世代内格
差はほとんど縮小せず，賃金税にした場合は，むしろ拡大する。さらに，
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年金支給方式として，報酬比例を導入すると，年金制度を導入していない
場合より，高齢者の消費の世代内格差は悪化する。またマクロ的に賃金税
より消費税が望ましい。それより得られる政策的含意は，賦課方式のもと
の年金制度を考えるとき，厚生年金制度のような賃金税を年金財源とし報
酬比例支給をする年金制度より，消費税を年金財源とした定額支給制度の
方が，マクロ的のみならず高齢者の消費の世代内格差の観点からも，望ま
しいということである。
本章は数値計算によって，モデルを解き，その数値例により，上記のよ
うな政策的含意を導出した。先に述べたように，日本経済データよりパラ
メータを選択したものでないが，一般均衡モデルの性質上，多少のパラメ
ータの変更，たとえば，６を0.048から0.05に変更したり，αを０．４か
ら0.3に変更したとしても，利子率等の絶対水準は変っても，その政策的
含意は変らないだろう。
ただし，ここでのモデルは，厚生経済学でよくいわれる「効率性と公平
性のトレードオフ関係」を固有ショック付一般均衡モデルという形で表現
している。その時の不平等はあくまでも，確率が原因で生じていると考え
ていて，人的資本の蓄積がないとして考えている。現実の経済格差を，こ
うした運だけでなく，個人の若いときの教育投資の結果でもあると考える
なら，そうした投資に対する「正当な」報酬を税金という形で所得再分配
することは，インセンテイブの低下といった形で経済活動に影響を与える
と考えられる。こうした点を組み入れたモデル作りを，今後の課題にした
い。
最後に，それ以外のモデルの改良点についての展望を述べる。ここでの
モデルは財を１種類に限定しているため，いわゆる生活必需品と箸侈品と
いった区別が無いために，低所得者への消費税者への消費税の負担が十分
組込まれていないかもしれない。また過去の消費水準に依存する習』慣形成
を考えると，意思決定行動が変わるかもしれない。その他日本独自のマク
ロ的特性を考慮に入れなければならないかもしれない。これらの点を取り
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入れたり，死亡確率や遺産を組込んだり，労働供給の内生化するといった
モデルの精繊化や賃金プロファイルについて十分考察にいれることも，今
後の課題にしたい。
５補論：数値計算
ここではCase2-2，つまり年金給付が個々人の平均賃金を乗じたもの
で，年金保険料が消費税によって徴収される場合の数値計算法を解説す
る。ここでの方法はHuggett［５]，HuggettandVentura［６］の数値
計算法を基本にAiyagari［ｌ]，KrusellandSmith［７］およびStores‐
lettenetal．［11］での方法を適宜利用している。数値計算の基本的な流
れは次の通りである。
１．Ｋ,Ｌ,zbを推測する。
２．γ,〃を式(４）（５）より計算する。
３．動的計画法を解くことによって，α,,ａｌｖ+,,(α‘+,(α‘,ａ,圧))借'およ
び{Ｑ(α`,β`,尻))僧'を得る。
４Ｓｔｅｐ３で計算した最適意思決定ルールをつかって，Ｋ,Ｌ,zbを計算
する。
５．ＳｔｅｐｌとＳｔｅｐ４がほぼ等しくなるまで，Ｓｔｅｐｌでの推測を更新
し'2)以上のＳｔｅｐを繰り返す。
以上の手順によって得られた値を定常均衡とする。
Ｓｔｅｐ３およびＳｔｅｐ４についてもう少し細かく見ていく。
Ｓｔｅｐ３ではＫ,Ｌ,zb,γ,〃を所与に最適意,恩決定ルールを計算してい
る。その計算方法は離散近似法つまりグリッド法を用いている。まず，α，
０，０をＯ近づくほど目を細かくしてグリッドを作成する。Ｖ(αﾉv+,,ａｖ+１，
av+1,1V＋l)＝０をもとに逆向きに最適な{α`+,(α`,ａ,尻)}借'を求める。
１２）この更新の仕方はAiyagari［１］が行った２分法を利用した。
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もう少し技術的なことを述べる。｛αi(/)}ﾉｰ,,{βｫ(/)}Ｌ,,(尻(机)}冊=,がそ
れぞれのグリッドとする。ｊ＋ｌまで(▽/,/〃)Ｖ(α汁,(/),βｉ+,(/)，
灰+,(ｗ),ｊ＋1)が計算が終わっているとする。まず，グリッドの一点（ヨノ，
/川)(α‘(ﾉ)』(/),,X”))で，Ｅ(ｖ(α`+,(/)a+,’ん,,j＋１１８㎡(/),尻(”))）
を計算する。式（８）を利用して線形内挿を，またTauchen［13］が述べ
ているように確率過程を離散マルコフ過程に近似13)して，ａ+１，０`+,を消
去する。そして，（ぬ(/)，β(/)，β(伽))のもとで，最適なα‘+,を，スプラ
イン内挿をした関数を黄金探索法によって，求める。’4)本論でのパラメー
タを利用した場合のβ＝１，８＝ｌのときのα`+,(ぬ,1,1)は図4-9のように
なる。さらに範囲を限定すれば，図4-10のようになる。
Ｓｔｅｐ４ではＳｔｅｐ３で計算した最適意思決定ルールをつかって，疑似乱
数を発生させてシミュレーションを実行して，Ｋ,Ｌ,ｃを計算する。疑似
乱数はPressetal．［９］によって生成される。また疑似乱数は種は固定
している。シミュレーションの規模は各世代に300人いて，1300回繰返し，
最初の300回を捨てて，平均を求めている。
ここでの計算コードはFortran77で書かれており，Linux上でGNU
Fortran（977）でコンパイルして実行した。’5)いくつか計算はPresset
aL［９］のコードを利用している。彼らのコードを除いて，この章で利用
したすべてのコードは
http://prof､ｍｔ・tamahosei・acjp/~miya-ken/research・ｈｔｍｌ
で入手可能である。筆者の作成したコードについては自由に改造および再
13）それ以外の近似法として，ガウス求積法をTauchenandHussey［14］が提案している。
14）これらの数値計算はPresset・ａＬ［９］を参考にした。ここでの計算と同じようにグリッ
ト法を利用して，数値計算法について言及している所論文をいくつか紹介する。Huggett
andVentura［６］は囲込法と黄金探索法の併用をしている。しかし，グリッド数を多くす
ることでスプライン内挿を利用していない。KrusellandSmith［７］はそれぞれの状態変
数について，スプライン内挿と多項式内挿を利用しており，最適化には２分法とニュートン
法の併用をしている。
15）ＰｌａｍｏＬｉｎｕｘ１．３のｌｉｂｃｓｏ５とＤｅｂｉａｎＧＵＮ/Linux2､０のLibc・ｓｏ､６で実行を確認
している。これらの開発環境のソフトウェアはすべて無料で入手可能である。
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配布を認めている。しかし著作権は放棄していないので，利用の際は引用
をしていただきたい。
最後にこのプログラムの技術的な問題を挙げておく。このプログラムは
ＰｒｅｓｓｅｔａＬ［９］のコードをそのまま利用しているため，小数点精度が
ＲＥＡＬのままである。これについては，すべてＤＯＵＢＬＥに変更すれば，
計算精度が上昇する。またスプライン内挿のときの端点処理について，２
次の微係数を０にしているので，挙動不安定な状況が見られる。またグリ
ッドの決め方で，相対的な関係は同じであるが，絶対的な値がずれてく
る。シミュレーションにより解を求めているので，収束判定基準を厳しく
すると収束に失敗する。こうした点の適切な解決法，その他プログラム上
の問題点，改良点があれば連絡していただきたい。
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《Abstract》
ThispaperinvestigatesJapanesesocialsecurityproblembyusing 
OLGmodelwithidiosyncraticshocks・Themodelhasalargenumberof
exanteidenticalbutexpostheterogeneousagentsInthismodel，the 
idiosyncraticshockisconsideredasstochasticlaborproductivitｙｏｒｔｈｅ 
ｗａｇｅｔｈａｔfollowsstochasticprocessThispapercarriesoutnotonly 
positiveanalysisbutalsonormativeanalysisThispaperconcludesthat 
theconsumptiontaxispreferredtothewageｔａｘ，andthatthefixed 
amountprovisionispreferredtotheproportionalprovision． 
